
　平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され，各地方公共団体において毎年度の

決算時に健全化判断比率及び資金不足比率を算定し，公表することが義務付けられました。

　これは，従来の普通会計を範囲とする指標に加え，特別会計，第三セクター等にまで範囲を広げた新たな指標を

算定し，財政状況の適確な把握・早期の是正を行うことにより，財政の健全化を図り，地方公共団体の破綻を防ご

うとするものです。

　算定の結果，健全化判断比率のいずれかがイエローカードにあたる早期健全化基準以上の場合，財政健全化計画

の策定を，同じく，資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には経営健全化計画を策定することが義務付けられ，

自主的な改善努力により財政の健全化に取り組まなければなりません。

　また，将来負担比率を除く３つの健全化判断比率のいずれかがレッドカードにあたる財政再生基準以上の場合は，

財政再生計画を策定し，国等の関与による確実な再生が求められることになります。

制 度 の 概 要

令和2年度決算
健 全 化 判 断 比 率 等 の 公表 （資料編）



国等の関与による確実な再生

・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部監査の要求の
義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意を求めること
が出来る

【同意無】
・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期間内
である地方債（再生振替特例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認められる場合等にお
いては、予算の変更等を勧告

自主的な改善努力による財政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、外部
監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公表
・早期健全化が著しく困難と認められるときは、
総務大臣又は知事が必要な勧告

指標の整備と情報開示の徹底

・フロー指標：実質赤字比率、連結実質赤字
比率、実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率＝公社・三セク等
を含めた実質的負債による指標

↓
監査委員の審査に付し議会に報告し公表

健全段階 財政の早期健全化 財政の再生

公営企業の経営の健全化

（制度イメージ）

健全財政 財政悪化



指標の対象となる倉敷市会計範囲

・倉敷市土地開発公社
・倉敷市開発公社
・ふなおワイナリー
・倉敷市船穂農業公社
・岡山県信用保証協会

・総社広域環境施設組合
・備南衛生施設組合
・倉敷西部清掃施設組合
・岡山県広域水道企業団 ほか１２団体

・下水道事業会計
・水道事業会計
・市民病院事業会計
・ﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄ競走事業会計

・国民健康保険事業特別会計
・介護保険事業特別会計
・後期高齢者医療事業特別会計

　公営企業に係る会計

　公社・第三セクター

　特別会計（公営事業会計を除く）

　一般会計

　一部事務組合・広域連合

　上記以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計
　以外の特別会計

・住宅新築資金等貸付特別会計
・母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計
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健全化判断比率等の対象会計範囲
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